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はじめに

　療育が必要である中等度以上の先天性難聴の頻度は
₁₀₀₀出生に対し， ₁～ ₂人であり，本邦におけるマスス
クリーニング（フェニルケトン尿症： ₁人／₈₀₀₀出生，
クレチン症：₁人／₅₀₀₀出生）と比較しても頻度が高い．
₁₉₉₀年代より，生後 ₆ヶ月を目標とした早期療育開始が
良好な言語発達をもたらすこと₁  ，₂）と自動聴性脳幹反応
検査（automated auditory brainstem response : AABR）や耳
音響放射（otoacoustic emissions : OAE）検査の出現によ
り新生児期に短時間で簡便に聴覚検査が行えるように
なったため₃  ， ₄），新生児聴覚スクリーニングが推進され
てきた．₁₉₉₈年厚生省研究班が発足．₂₀₀₁年岡山，神奈
川，栃木，秋田において「新生児聴覚検査モデル事業」
として助成され新生児聴覚スクリーニング実施開始と
なったが，₂₀₀₇年助成は廃止され，現在実施は産科医療
機関の裁量に委ねられている．現在，助成も自治体によっ
て異なり，₁₀₀％助成されている自治体もあれば神奈川の
ように助成がない自治体など統一されていない．そこで
横浜市内における新生児聴覚スクリーニング施行の現況

について明らかにするため，調査・検討した．

対象と方法

　₂₀₁₃年に横浜市内難聴児療育機関（横浜市立聾特別支
援学校，横浜市総合リハビリテーションセンター， ₉地
域療育センター）に在籍している難聴療育児を対象とし
た．調査項目は， ₆歳未満の年齢別難聴児数，新生児聴
覚スクリーニング施行数，難聴の程度（難聴確定時の聴
力は₄₀dBHL以上₇₀dBHL未満を中等度難聴，₇₀dBHL以
上を高度難聴と分類）とし，新生児聴覚スクリーニング
が開始された₂₀₀₁年から，₂₀₀₇年，₂₀₁₀年の調査と比較
検討した．
　統計学的検定にはFisher＇s exact testを用い，p<₀．₀₅を基
準として有意差の判定を行った．

結　　果

　₂₀₀₁年～₂₀₁₃年の就学前の難聴児総数の推移を図 ₁に
示す．年度による変動はあるが，₂₀₁₃年には₂₁₆名が在籍
しており，₁₂年間に₅₄％の増加を認めた．年齢別の児童
数を図 ₂に示す．₂₀₀₁年度と比較して， ₀歳児の児童数
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要　旨：先天性難聴の早期発見・早期療育が良好な言語発達をもたらすことと自動聴性脳幹反応検査
（automated auditory brainstem response : AABR）や耳音響放射（otoacoustic emissions : OAE）検査の出
現により，本邦では₂₀₀₁年より新生児聴覚スクリーニングが開始された．₂₀₀₇年助成廃止後，実施数
は増加傾向ではあるが，横浜市における新生児聴覚スクリーニングの現状を把握するべく療育機関在
籍児の施行動向を調査した．₂₀₁₃年度における実施率は約₇₀％と推定され，現在もなおスクリーニン
グ経ず難聴の発見が遅れ言語発達に影響を及ぼしている児童がみられる．新生児聴覚スクリーニング
実施率のさらなる増加のために公費負担の実現が望まれる．
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